
土地収用法第15条の14に基づく

大月市新庁舎建設事業説明会
事業の種類 大月市新庁舎建設事業及びこれに伴う市道拡幅工事

起 業 地 山梨県大月市大月二丁目字大多、字中道及び字御立原地内
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Otsuki City
信頼と協働のまちづくり

日 時：令和６年８月２４日（土）午後３時～

場 所：大月短期大学Ｌ号館 岩殿ホール

起業者：大月市

担 当：大月市役所 総務部 総務管理課

新庁舎建設担当

1 開会

2 あいさつ

3 職員紹介

4 事業説明

・事業の目的及び内容

・土地収用法に基づく事業認定について

5 質疑応答

6 閉会
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事業の目的 ～現庁舎の概要～

庁舎名 建設年

築年数
令和6年
(2024年)

時点

構造
敷地面積
（㎡）

延床面積
（㎡）

建築基準法
法定耐用
年数

本庁舎（本館）
昭和34年

（1959年）
65 鉄筋コンクリート造 2,430

旧耐震
（耐震補強未実施）

50

本庁舎（別館）
平成 5年

（1993年）
31 鉄骨造 1,507 新耐震 38

花咲庁舎
昭和44年

（1969年）
55 鉄筋コンクリート造 4,631 906

旧耐震
(平成9年 耐震補強済)

50

※旧耐震：昭和56年5月31日以前、新耐震：昭和56年6月1日以降

※法定耐用年数：減価償却資産の耐用年数等に関する省令

2,997

国土地理院「電子国土基本図」を加工して作成

JR大月駅

1000ｍ

500ｍ

花咲庁舎

本庁舎（本館・別館）

 現庁舎の位置  現庁舎の築年数等の状況

＜本庁舎本館＞ ＜本庁舎別館＞ ＜花咲庁舎＞
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事業の目的 ～現庁舎の課題～

（1）施設の老朽化と耐震性対策

＜本庁舎本館 南側＞ ＜本庁舎本館 廊下＞

（2）防災機能

＜防災無線室＞ ＜災害対策室 兼 会議室＞

（3）市民サービス・交流

＜本庁舎本館 1階ロビー＞ ＜本庁舎本館 2階執務室＞

（4）バリアフリー・プライバシー

＜南側スロープ＞ ＜本庁舎別館 窓口＞
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事業の目的 ～現庁舎の課題～

（6）ＤＸ・高度情報化への対応

＜本庁舎本館 執務室床＞ ＜本庁舎本館 配線状況＞

（7）市民アンケート(2022年7月～8月)より、市民の求める新庁舎

＜本庁舎 1階案内表示＞ ＜本庁舎別館 ＥＶ＞

（5）経済性

＜高架水槽＞ ＜本庁舎本館 トイレ＞

① 市民が利用しやすい便利な庁舎

② 環境にやさしい庁舎

③ 安全・安心な庁舎

④ 経済性を考慮し、持続可能な庁舎

＜本庁舎 西側駐車場＞
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事業の目的 ～これまでの経緯～

 本庁舎本館は、平成12年(2000年)に実施した耐震診断の結果、構造耐震指標(Is値)の最小値が0.17

 建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)に基づく技術的指針では「倒壊又は崩壊する
危険度が高い」との評価にあたります。

 また、耐震診断報告書では、建築年数経過によるコンクリートや鉄筋の強度の低下を考慮すると、耐震補
強工事による耐震性の確証は持てず、仮に耐震補強工事を実施しても執務機能が著しく低下するとされて
います。

 これまで本市では、子育て環境や医療提供体制を充実させることを重視し、小中学校施設や大月市立中央
病院の耐震化、市内幼稚園・保育園の再編整備事業など、財政状況や将来負担を考慮しながら、優先順位
を定めて順次整備を推進してまいりました。

 一方、本庁舎本館の耐震性能の確保については、耐震改修促進法の基本方針に基づく山梨県耐震改修促進
計画において早期に耐震化に取り組むべき施設として位置づけられています。

 なお、本庁舎別館は築31年が経過していますが、法定耐用年数内。花咲庁舎は築55年を迎え、法定耐用年
数は超えているものの耐震補強実施済みです。
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事業の目的 ～新庁舎整備の必要性～

このため、老朽化の著しい本庁舎本館において市役所機能を継続させること
は、災害発生時における対策本部機能の確保はもとより、来庁者や職員の安
全確保、市民サービス等に懸念が生じています。

新庁舎整備は、これまで見てきた現庁舎の
様々な課題に適切に対処することに加え、
今後、首都直下地震や南海トラフ地震の発
生が懸念される中、安全・安心な庁舎機能
の確保は急務となっており、特に防災拠点
を担う本庁舎本館は、早急に耐震性能を確
保しなければならない状況です。
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事業の目的 ～検討の経過～

 基本構想をもとに、新庁舎の建設地や具体的な規模・機能、
施設計画、事業計画などの新庁舎整備の基本設計に向けた与
条件を設定する新庁舎整備基本計画を策定しました。

基 本 構 想

◆新庁舎整備にあたっての基本的な考え

①現状と課題、②基本理念・基本方針、③規模、

④候補地選定、⑤事業費・財源計画、⑥事業手法、

⑦事業スケジュール

基 本 計 画

◆基本設計に反映させる与条件設定

①基本方針、②整備候補地決定、③導入機能、

④整備方法（整備方針、施設性能、機能配置）、

⑤施設計画（施設配置、動線、階層計画）、

⑥事業計画（事業費、財源計画、事業手法、事業ス

ケジュール）

基 本 設 計

◆与条件の図面化、建物の概略設計

①設計方針、②敷地に対する配置計画、③構造計画、

④階層計画（間取り含む）、⑤設備計画、

⑥内・外装計画（パース含む）、⑦概算工事費（予算

化用）、⑧工事工程

実 施 設 計

◆建設工事実施に向けた設計

①工事用図面、②工事仕様、③積算、④確定工事費、

⑤申請図書

令和4年度 ～新庁舎建設事業立ち上げ、基本構想着手～
• 庁舎建設庁内検討委員会を設置
• 総務省：経営・財務マネジメント強化事業を活用

課題解決アドバイザーを招聘
• 市民アンケートの実施（R4.7～8）
• 基本構想案パブリックコメント実施（R5.1～2）
• 新庁舎整備基本構想を策定（R5.3）

 庁舎の現状と課題、基本理念・基本方針などとともに、建設
候補地3箇所を盛り込んだ基本構想を策定しました

令和5年度 ～基本計画着手～
• 庁舎整備検討審議会を設置
• 庁舎建設地に関する審議会答申（R5.9）
• 基本計画案パブリックコメント実施（R6.2～3）
• 基本計画案に関する審議会答申（R6.3）
• 新庁舎整備基本計画を策定（R6.3）
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事業の目的 ～新庁舎整備の基本理念・基本方針～

 上位計画や現庁舎の現状と課題、市民アンケート結果をもとに、基本構想時に設定した基本理念・基本方針

＜新庁舎整備の基本方針＞

基本方針１：市民の安全・安心を守る災害に強い庁舎
・多様化する災害時においても安全性が確保され、防災機能の充実・強化及び業務継続機能を発揮できる庁舎。

基本方針２：市民に愛され、利用しやすく交流の広がる庁舎
・案内機能、窓口機能、相談窓口機能等の充実を図るとともに、多様な市民が交流できる利便性の高い庁舎。
・高齢者や子ども、障がい者、妊産婦など、誰にでも安心して利用できるユニバーサルデザインを基本とした庁舎。
・駐車場・駐輪場を確保するとともに、公共交通機関の利便性も良い、来庁しやすい庁舎。

基本方針３：環境にやさしい庁舎
・省エネルギー化技術の導入による低炭素型のまちづくりに寄与する環境にやさしい庁舎。

基本方針４：まちづくりの拠点となる庁舎
・総合計画や都市計画マスタープラン等のまちづくり計画との整合性を図りながら、市民の憩いの場・交流の場の創出、

また、周辺の公共施設との連携により賑わいの創出に貢献する、まちづくりの拠点となる庁舎。

基本方針５：将来の変化に対応できる庁舎
・人口減少や社会環境の変化を踏まえ、将来世代に過度な負担を残さないよう、コンパクトで自由にレイアウト可能な、

ライフサイクル全体における経済性に優れた快適空間の庁舎。

＜新庁舎整備の基本理念＞

市民に愛され、ふれあいと活力にあふれる 安全・安心・持続可能な新庁舎
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事業の内容 ～新庁舎の整備方針～

 新庁舎整備方針

庁舎規模は、基本構想時に総務省基準と国交
省基準をもとに算定した面積の中間値となる
5,000㎡程度と設定しましたが、財政負担や
人口減少下において将来的に必要な規模を見
据え、新築する規模を極力抑えることとし、
既存の本庁舎別館と花咲庁舎を継続して使用
します。このため、新築する庁舎の規模は約
2,500㎡とします。

 新庁舎整備方法

 将来を見据えた庁舎規模の推移のイメージ

将来を見据えた庁舎規模は、人口
減少や職員数などに応じて縮小し
ていくことが想定されることから、
右図のとおり庁舎の必要規模にあ
わせて段階的に縮小することが可
能となります。
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事業の内容 ～新庁舎の機能～

 新庁舎の機能構成

【庁 舎 機 能】

窓口機能

執務機能

議会機能

防災拠点機能

セキュリティ機能

市民交流機能

方針１：市民の安全・安心を守る災害に強い庁舎

方針２：市民に愛され、利用しやすく交流の広がる庁舎

方針３：環境にやさしい庁舎

方針４：まちづくりの拠点となる庁舎

【基 本 方 針】

方針５：将来の変化に対応できる庁舎

新庁舎整備の基本方針を踏まえて庁舎を構成する機能を６機能に区分し、それぞれの機能の整備方針を設定しました。
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事業の内容 ～新庁舎の機能～

 新庁舎機能の整備方針

庁舎機能 庁舎機能の整備方針 各機能の主な対象

窓口機能

①高齢者や子育て世代に配慮した低層階への窓口機能の集約
②将来的なワンストップ窓口を考慮した部署の集約配置
③高齢者等に配慮した窓口のユニバーサルデザイン化
④プライバシーに配慮した相談室の充実
⑤庁舎を利用する市民へのユニバーサルデザイン

・来庁者に対応するカウンター、相談室、会議室、待合いロビー等
・来庁者が利用する施設、設備

執務機能
①執務効率と将来の職員減少や諸室利用の変化を考慮した柔軟なフ

ロア構成
・執務室の配置、文書庫、倉庫等

議会機能 ①市民に開かれた身近な議会 ・議会運営に必要な施設、設備、配置

防災拠点機能
①市民の安全を守るための災害対策機能の集約
②災害時の業務継続可能な設備の設置
③被災市民の受入空間・設備の確保

・防災拠点となる施設、設備

セキュリティ機能 ①徹底したセキュリティ対策による情報資産管理 ・庁舎への不審者進入、情報流出防止方策

市民交流機能 ①多様な市民の交流や憩いの場となるスペースの確保
・市民の憩いの場・交流の場となる多目的スペース
・市政情報等を来庁者に情報発信する設備等

ローカウンターのイメージ
（八幡市HPより）

情報発信コーナーのイメージ
（真岡市HPより）

バリアフリートイレのイメージ
（ニセコ町HPより）

車いす使用者用駐車区画のイメージ
（国交省資料より）



12Otsuki City 信頼と協働のまちづくり

事業の内容 ～建設候補地の絞り込み（基本構想）～

 建設候補地の選定

建設候補地の選定

第
二
次
選
定

第
一
次
選
定

候
補
地
抽
出

抽出条件

・都市計画区域内の敷地
・適切な地目の敷地
・面積2,700㎡以上の一団の敷地

最低限の条件を満たした候補地

・都市機能誘導区域内の敷地
・土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）外の敷地

庁舎の建設にふさわしい条件

・定量的評価【防災性・交通利便性・拠点性】
・定性的評価【象徴性・経済性】

・実現性の評価

JR大月駅

●

本庁舎
（本館・別館）

●

花咲庁舎

 都市機能誘導区域・居住誘導区域等
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事業の内容 ～建設候補地の絞り込み（基本構想）～

 建設候補地の選定

候補地
No 候補地名称 所在地 敷地面積

1
大月駅北JR変電所跡地
（職員等駐車場）

大月三丁目字御立原1353-2ほか 3,025.53㎡

2 大月短期大学敷地 御太刀一丁目字宮原1030-1ほか 16,163.53㎡

3 大月市役所本庁舎 大月二丁目字中道205-1ほか 2,997.56㎡

1
●

2
●

JR大月駅

3
●

 建設候補地

凡　　　　　例

 都市機能誘導区域

●

基本構想における一次選定、二次選定の結果、次の候補地
が選定され、基本計画においては、建設地(起業地)を選定
するため、各候補地における特有の付加要素(条件）を踏
まえたモデルプランを作成し、評価を行いました。
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事業の内容 ～建設候補地の比較検討（基本計画）～

候補地 A 大月駅北JR変電所跡地 B 大月短期大学敷地 C 大月市役所本庁舎

候補地の
航空写真

配置の条件
と

モデル
プランの
考え方

配置条件：駅前広場との併設
【モデルプランの考え方】

案A：地表面のほぼ全域を駅前広場が占めるため、庁舎の配置にあ
たっては、ペデストリアンデッキ（人工地盤）などによる、
立体化を検討する。

＜駅前広場と新庁舎の整備イメージ＞

配置条件：大月短期大学の継続運用
【モデルプランの考え方】

案B1：グラウンドは現在と同等の広さを維持し、体育館・部室棟を除却、
テニスコート部分の敷地と合わせて庁舎建設用地とする。除却した
体育館については庁舎の上層階部分に新築する。

＜整備イメージ＞

案B2：部室棟を除却し、現在のテニスコート部分とグラウンドの一部を
庁舎建設用地とする。体育館は既存を継続利用とする。

＜整備イメージ＞

配置条件：現庁舎の除却
【モデルプランの考え方】

案C1：仮庁舎は別敷地（JR駅北敷地など）にリース方式で建設し、仮
庁舎の完成後、庁舎機能を仮庁舎に移転、現庁舎を除却し、新
庁舎の建設を行う。

案C2：現庁舎周辺の用地を買収し、敷地を拡張したうえで、現庁舎の
東側に新庁舎を建設、新庁舎完成後に新庁舎へ移転し、現庁舎
を除却する。

＜移転のイメージ＞

ペデストリアンデッキ（人工地盤）

新庁舎

駅前広場

体育館

新庁舎

利用できない区域

新校舎体育館

部室棟
グラウンド

庁舎建設用地

敷地のイメージ 建物のイメージ

利用できない区域

新校舎体育館

グラウンド庁舎建設用地
部室棟

敷地のイメージ

新庁舎

建物のイメージ 周辺敷地を買収
して新庁舎を建設

仮移転

本移転

仮 庁
舎

別敷地に
仮庁舎を建設

本移転

敷地内に移転の
余地がない

現庁舎

案C2

案C1

新庁舎

現庁舎

新庁舎
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事業の内容 ～建設候補地の比較検討（基本計画）～



16
Otsuki City 信頼と協働のまちづくり

事業の内容 ～建設候補地の比較検討（基本計画）～

 建設候補地の比較検討（基本計画）
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事業の内容 ～建設地（起業地）の選定～

 新庁舎の建設地（起業地）

比較検討の結果、新庁舎の建設地は、Ｃ２案を採用し、現本庁舎周辺の用地買収(敷地拡張)プランを前提としたうえで
「大月市役所本庁舎敷地(大月二丁目字中道205-1 ほか)」を選定しました。

本案は、仮庁舎の必要性やその経費に代
えて用地買収により敷地を確保するもので、
交渉が長期間に及ぶ可能性が課題となるも
のの、
① 庁舎機能が現状と同じ2分散であること
② 不整形な敷地が解消され、自由度の高

い配置計画を見込むことができること
③ 十分な駐車場が敷地内に確保され、手

段を問わず交通アクセスが良好である
ことを含め最も利便性が高いこと

④ 現位置であることから周辺環境への影
響が少ないこと

⑤ 幹線道路からの視認性に優れ、市民の
認知性、周知性も高いこと

⑥ 整形でまとまった一団の土地が確保さ
れることで、将来的な機能集約や再配
置が敷地内で可能となること

これらのことから、将来に渡って安定的な
行政運営基盤の確保に寄与するものであり
ます。

JR大月駅

建設地：大月市役所本庁舎敷地

 建設候補地

凡　　　　　例

 都市機能誘導区域

●

起業地＝4,597㎡
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事業の内容 ～施設計画～

 施設配置計画

新庁舎の階数は、来庁者用駐車場の確保、建築基準
法に基づく日影規制や各種斜線制限による高さ規制な
どを考慮すると、3階建て程度の規模が想定されます。
また、新庁舎は地震災害や富士山噴火による建物被

害が生じない構造とし、火山灰への防塵対策について
も検討します。

項 目 想定規模等

階 数 3階程度

延床面積 約2,500㎡

 新庁舎の配置計画
 新庁舎は、本庁舎(別館)の東側に配置します。
 新庁舎の出入口は、国道20号側に設け、出入口に面

して広い幅員の歩行者用通路を配置します。
 駐車場の配置計画
 駐車場は、原則、平置き駐車場とします。
 その他
 バス停「市役所前」の待合所を敷地内に設置します。
 西側道路は、敷地内に歩道を設けます。
 東側道路は幅員が4ｍ未満となっている部分がある

ため、敷地の一部を道路用地とし拡幅します。また、
敷地内に歩道を設けます。

 大月東小学校への給食配送車両などの車両動線を確
保するため、敷地南側に敷地内車路を整備します。

参 考 図
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事業の内容 ～施設計画～

 配置イメージ
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事業の内容 ～施設計画～

 １階平面イメージ

 ２階平面イメージ

 ３階平面イメージ

 立面イメージ
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事業の内容 ～施設計画～

 新庁舎の構造の考え方と環境への配慮

対象の棟 目 標

新 庁 舎

【耐 震 安 全 性】：耐震安全性の分類による最も安全性の高い構造とし、構造体「Ⅰ類」、建築
非構造部材「Ａ類」、建築設備「甲類」を目標とします。なお、耐震構造、
制震構造、免震構造などの構造方式については、主要構造（木造、鉄骨造、
鉄筋コンクリート造など）の検討と併せて基本設計時に検討します。

【木造化・木質化】：「大月市内の公共建築物等における木材利用の促進に関する方針」に基づき、
木造化（主要構造部の全部又は一部に木材を利用すること）を含め検討します。

【環境への配慮】 ：脱炭素社会の実現、災害レジリエンスの強化を目的として、ZEB化を目標とし
ます。なお、ZEBの等級については基本設計時に検討するものとします。

本庁舎（別館）

【耐 震 安 全 性】：基本設計時に耐震診断を実施のうえ、防災拠点の一翼を担う庁舎機能として
必要な耐震性能を確保することを目標に、改修計画を検討するものとします。

【木造化・木質化】：「大月市内の公共建築物等における木材利用の促進に関する方針」に基づき、
木質化（内・外装に木材を利用すること）を目標とします。

【環境への配慮】 ：断熱性能の強化、及び省エネルギー設備機器の導入を目標とします。
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事業の内容 ～事業計画～

 概算整備費

項 目 金 額（税込） 備 考

建設工事費 2,620百万円
新庁舎の新築工事、本庁舎（別館）及び花咲庁舎の改修工事、
本庁舎（本館）の解体工事、外構工事

調査・設計費 180百万円 工事監理費含む

用地買収費 600百万円 用地取得費、移転補償費、関連調査費

その他費 40百万円 什器・備品等導入費、移転（引越し）費

合 計 3,440百万円

事業費については、建設物価などの社会経済情勢の変化に留意するとともに、ライフサイクルコスト低減の観点も踏ま
え、設計段階などにおいて維持管理費を含めて精査します。

新庁舎整備の費用については、各種基金や整備内容に応じた補助金、交付税措置が見込まれる有利な地方債を活用する
ほか、寄付金や整備後に見込まれる財産収入などを含めて幅広く検討し、本市の財政負担の軽減に努めます。

 財源計画
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事業の内容 ～事業計画～

 事業スケジュール

新庁舎建設地の用地確保を考慮した基本設計先行型DB方式で事業を進めていく場合の想定スケジュールです。

新庁舎建設

本庁舎(別館)
改修

花咲庁舎
改修

用地買収

（2030年度）

令和10年度 令和11年度 令和12年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度） （2028年度） （2029年度）

令和９年度　　　　年

　項目

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

基本

計画

発
注

基本

設計
発
注

用地交渉・補償契約
移転・

その他

改修

工事

基本

設計
発
注

測量

調査等
発
注

●全面

供用開始

PFI等

導入

可能性
調査

設計・施工（一括）

解体

外構

工事
建設工事

実施

設計

●供用開始公募選定

●本庁舎(本館)

→ 新庁舎へ移転

●供用開始本庁舎(別館)及び花咲庁舎の
改修は、以後の検討によりDB
方式に組込むことも可能

発
注

改修

設計
発
注

改修

工事
●供用開始

実施

設計
発
注



24
Otsuki City 信頼と協働のまちづくり

土地収用法に基づく事業認定について

 事業認定申請とは

公共事業が私有財産を取得して整備するに値するだけの公益性を有する事業であることを事業認定庁（山梨県）が認定
する制度で、庁舎建設の起業者である大月市が申請する手続きです。

 事業認定を受けると

起業者（大月市）には収用する権限が与えられます。また、土地所有者は租税特別措置法において、譲渡所得の特別控
除が受けられるようになります。

※ 租税特別措置法に基づく課税の特例については、適用条件が個々に異なりますので、詳しくは所轄の税務署にご相談ください。

事業説明会

(土地収用

法に基づく

説明会)

認定申請
事業認定

(告示)
税協議

用地交渉･

用地契約

設計･工事

着手

 用地契約までのながれ



ご清聴ありがとうございました
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【お問い合わせ先】
大月市役所 総務部 総務管理課

新庁舎建設担当
Tel：0554-23-8055


